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社
会
人
や
高
齢
者
等
の
様
々
な
学
生
を
受
け
入
れ
る
こ
と
は
、
大

学
教
育
に
対
す
る
多
様
な
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
こ
と
に
な
り
、
ま
た
、

大
学
教
育
に
外
部
か
ら
の
刺
激
を
与
え
、
こ
れ
を
活
性
化
さ
せ
る
こ

と
に
つ
な
が
る
こ
と
か
ら
、
平
成
二
一
年
一
二
月
以
降
、
大
学
分
科

会
で
は
、
大
学
に
お
け
る
社
会
人
の
受
入
れ
の
促
進
方
策
を
検
討
し

た
。
以
下
で
は
、
我
が
国
の
社
会
人
受
入
れ
に
関
す
る
こ
れ
ま
で
の

施
策
と
課
題
を
整
理
し
た
上
、
大
学
分
科
会
の
審
議
状
況
を
紹
介
す

る
。

【
１
．
こ
れ
ま
で
の
施
策
と
課
題
】

（
１
）
社
会
人
受
入
れ
に
関
す
る
こ
れ
ま
で
の
施
策

こ
れ
ま
で
、
社
会
人
の
大
学
就
学
を
促
進
す
る
た
め
、
以
下
の
改

革
が
講
じ
ら
れ
て
き
た
。

・
設
置
認
可
の
抑
制
の
例
外
と
し
て
、
社
会
人
受
入
れ
の
た
め
の
大

学
等
の
設
置
・
収
容
定
員
増
を
認
可
（
昭
和
五
一
年
か
ら
平
成

一
四
年
ま
で
実
施
し
、
以
後
、
抑
制
方
針
そ
の
も
の
が
撤
廃
）

・
昼
夜
開
講
制
や
科
目
等
履
修
生
制
度
、
履
修
証
明
制
度
の
創
設
な

ど
、
柔
軟
な
履
修
形
態
を
認
め
る
制
度
の
創
設
。
こ
れ
ら
に
加
え

て
、
大
学
院
教
育
で
は
、
夜
間
大
学
院
や
通
信
制
の
大
学
院
な
ど

の
制
度
を
創
設
。

・
奨
学
金
事
業
や
授
業
料
減
免
、
教
育
訓
練
給
付
制
度
で
の
指
定
講

座
制
度
の
活
用
な
ど
、
経
済
的
負
担
の
軽
減

こ
れ
ら
の
ほ
か
、
特
定
の
職
業
に
係
る
施
策
と
し
て
、
公
立
学
校

教
員
が
、
大
学
に
修
学
し
て
専
修
免
許
状
を
取
得
で
き
る
よ
う
、「
大

学
院
修
学
休
業
制
度
」が
平
成
一
二
年
に
創
設
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、

国
家
公
務
員
で
も
、
平
成
一
九
年
に
、
大
学
等
で
の
就
学
者
国
際
貢

献
活
動
を
希
望
す
る
職
員
の
た
め
の
休
業
制
度
が
導
入
さ
れ
て
い
る
。

（
２
）
社
会
人
受
入
れ
の
現
状

こ
の
よ
う
に
、
こ
れ
ま
で
社
会
人
の
学
修
に
係
る
負
担
を
軽
減
す

る
た
め
に
様
々
な
施
策
が
行
わ
れ
て
き
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、現
在
、

大
学
入
学
者
の
う
ち
二
五
歳
以
上
の
者
の
割
合
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
平
均

���
中
教
審
・
大
学
分
科
会「
中
長
期
的
な
大
学
教
育
の
在
り
方
に
つ
い
て
」の
審
議
状
況（
７
）
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が
二
一
％
で
あ
る
の
に
対
し
て
、
我
が
国
は
二
％
に
と
ど
ま
っ
て
い

る
（
図
１
）。
す
な
わ
ち
、
国
際
的
に
は
多
様
な
年
齢
層
の
者
が
大

学
で
学
ん
で
い
る
の
に
対
し
、
日
本
で
は
社
会
人
の
大
学
へ
の
受
入

れ
が
進
ん
で
い
な
い
。

（
３
）
社
会
人
の
学
修
ニ
ー
ズ
と
学
修
の
現
状

社
会
人
を
対
象
に
実
施
さ
れ
た
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
の
受
講
意
識
に

関
す
る
調
査
で
は
、回
答
者
の
約
九
〇
％
が
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
を「
受

け
た
い
」
又
は
「
興
味
が
あ
る
」
と
回
答
し
て
い
る
（
図
２
）。
ま
た
、

同
調
査
で
は
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
に
際
し
て
利
用
し
た
い
教
育
機
関
に

つ
い
て
も
調
査
し
て
お
り
、「
大
学
院
」
が
四
六
・
四
％
、「
大
学
」

が
一
九.

五
％
と
な
っ
て
い
る
（
図
３
）。

一
方
、
社
会
人
の
学
修
の
現
状
に
つ
い
て
、
社
会
人
に
な
っ
て
か

ら
活
用
し
た
教
育
機
関
に
関
す
る
調
査
で
は
、「
教
育
機
関
を
活
用

し
た
こ
と
は
な
い
」
が
六
〇
・
〇
％
と
な
っ
て
お
り
、
ま
た
、「
大
学

で
の
学
修
」
は
、
六
・
〇
％
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
（
図
４
）。

こ
の
よ
う
に
、
学
修
ニ
ー
ズ
の
観
点
か
ら
も
、
我
が
国
の
社
会
人

の
大
学
に
お
け
る
学
修
ニ
ー
ズ
は
高
い
が
、
実
際
に
大
学
で
の
学
修

は
進
ん
で
い
な
い
。
こ
の
要
因
と
し
て
、「
業
務
が
多
忙
」「
費
用
負

担
が
大
き
い
」と
い
っ
た
理
由
の
ほ
か
、「
会
社
の
理
解
が
得
に
く
い
」

「
社
会
人
向
け
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
が
充
実
し
て
い
な
い
」
と
い
っ
た

理
由
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
（
図
５
）。

出典：各国の数値については，ＯＥＣＤ教育データベース（2005年）。
　　　　日本の数値については，「学校基本調査」及び文部科学省調べによる社会人入学生数であり，通信制の入学生数（社会人学生数を元に推計）を含む。

図１

図１　25 歳以上の入学者の割合（大学型高等教育機関）の国際比較



58大学と学生　2010.10

リカ�ント教育の受���

教育を受ける
ことに興味が

ある
67.9%

教育を受けた
い

20.8%

特に受けたい
とは思わない

11.2%

リカ�ント教育に�いて�用したい教育機関

大学院
46.4%

その他
2.4%

高等専門学校
0.3%

短期大学
0.2%

専修学校・専門
学校
13.9%

大学（学部）
19.5%

公共職業能力
開発施設、民間
の教育訓練機

関
17.2%

（出典）職業能力開発総合大学校能力開発研究センター調査報告書No.128　平成17年3月

リカ�ント教育受�に�いて���れる��

15 .7 %

2 1 .3 %

2 5 . 7 %

3 3 . 3 %

7 1 .0 %

7 2 .3 %

社会人向けのカリキュラムが充実していなかった

会社の理解が得にくい、公表しづらい

通学に時間がかかる

決められた期間内での単位取得が不安・負担

費用負担が大きい

仕事が忙しい

図２

図３ 図５

図４

（出典）リクルートワークス研究所 「ワーキングパーソン調査２００８」

（出典）職業能力開発総合大学校能力開発研究センター調査報告書No.128　平成17年3月

（出典）職業能力開発総合大学校能力開発研究センター調査報告書No.128　平成17年3月

図４　社会人の教育機関の活用
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図２　リカレント教育の受講意識
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図３　リカレント教育において利用したい教育機関
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【
２
．
大
学
分
科
会
の
審
議
状
況
と
「
第
四
次
報
告
」
の
提
言
】

（
１
）
大
学
分
科
会
の
審
議
状
況

こ
の
よ
う
に
、
我
が
国
で
は
社
会
人
の
受
入
れ
に
つ
い
て
各
種
の

施
策
が
講
じ
ら
れ
て
き
た
も
の
の
、
諸
外
国
に
比
し
て
社
会
人
入
学

者
の
割
合
が
低
い
。
こ
の
よ
う
な
現
状
を
踏
ま
え
つ
つ
、大
学
規
模
・

大
学
経
営
部
会
は
、
社
会
人
の
受
入
れ
促
進
方
策
を
検
討
し
た
。

（
社
会
人
の
受
入
れ
に
か
か
わ
る
各
主
体
の
課
題
）

同
部
会
で
は
、
国
際
的
に
み
て
、
我
が
国
の
社
会
人
の
受
入
れ
割

合
は
低
い
こ
と
に
つ
い
て
、
社
会
人
の
受
入
れ
は
大
学
だ
け
の
問
題

で
は
な
く
、社
会
全
体
で
考
え
る
必
要
が
あ
る
と
の
問
題
意
識
か
ら
、

教
育
を
行
う
側
（
大
学
）
と
、
教
育
を
必
要
と
す
る
側
（
学
修
者
や

企
業
等
）
の
改
革
を
と
も
に
進
め
る
必
要
が
あ
る
と
し
、
そ
れ
ぞ
れ

に
つ
い
て
、
以
下
の
と
お
り
課
題
を
提
起
し
た
。

・（
大
学
に
つ
い
て
の
課
題
）
社
会
の
ニ
ー
ズ
に
適
う
カ
リ
キ
ュ
ラ

ム
（
短
期
の
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
な
ど
）
の
整
備
が
必
要
で
あ
る
。

ま
た
、
こ
れ
ま
で
に
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
内
容
に
つ
い
て
は
改
善

が
進
ん
で
い
る
が
、
修
学
環
境
（
学
内
施
設
の
利
用
時
間
や
、
就

職
支
援
体
制
）
の
支
援
に
関
す
る
改
善
が
不
十
分
で
あ
る
。

・（
学
修
者
に
つ
い
て
の
課
題
）
ど
の
よ
う
な
者
が
大
学
に
行
く
可

能
性
が
あ
る
の
か
、
ま
た
、
進
学
者
の
学
習
ニ
ー
ズ
は
ど
の
よ
う

な
も
の
か
を
具
体
的
に
把
握
す
る
必
要
が
あ
る
。

リカ�ント教育の受���

教育を受ける
ことに興味が

ある
67.9%
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い
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図５　リカレント教育受講において想定される課題
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・（
企
業
等
に
つ
い
て
の
課
題
）
従
業
員
の
大
学
進
学
に
積
極
的
で

は
な
い
こ
と
か
ら
、
地
域
の
企
業
や
大
学
、
自
治
体
間
で
の
連
携

を
活
性
化
さ
せ
る
仕
組
み
が
必
要
で
あ
る
。
ま
た
、
社
会
人
の
大

学
院
へ
の
就
学
を
原
則
と
し
て
認
め
て
い
な
い
事
業
所
が
約
半
数

あ
り
（
図
６
）、
こ
れ
が
社
会
人
の
大
学
院
進
学
が
な
か
な
か
伸

び
な
い
原
因
に
な
っ
て
い
る
の
で
は
な
い
か
。

こ
れ
ら
の
課
題
に
対
応
す
る
た
め
の
施
策
と
し
て
、
特
に
、
社
会

人
の
学
修
需
要
に
こ
た
え
る
た
め
、
履
修
証
明
制
度
を
活
用
す
る
形

で
、
短
期
集
中
で
の
学
修
を
促
進
す
る
べ
き
で
あ
り
、
そ
の
際
に
は
、

履
修
証
明
に
対
す
る
評
価
や
社
会
的
認
知
を
高
め
て
い
く
こ
と
が
提

起
さ
れ
た
。
ま
た
、
優
れ
た
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
作
成
す
る
た
め
に

は
、
単
独
の
大
学
だ
け
で
は
負
担
が
大
き
い
こ
と
か
ら
、
大
学
間
連

携
に
積
極
的
に
取
り
組
む
こ
と
が
提
起
さ
れ
た
。

そ
の
上
で
、
施
策
の
実
施
に
当
た
っ
て
は
、
対
象
者
に
よ
っ
て
学

修
ニ
ー
ズ
が
異
な
る
こ
と
か
ら
、
よ
り
具
体
的
に
対
象
者
と
ニ
ー
ズ

を
想
定
す
る
こ
と
が
重
要
と
さ
れ
た
。

（
２
）「
第
四
次
報
告
」
の
提
言

（
社
会
人
受
入
れ
の
意
義
）

六
月
に
取
り
ま
と
め
ら
れ
た
「
第
四
次
報
告
」
は
、
大
学
規
模
・

大
学
経
営
部
会
の
検
討
状
況
を
踏
ま
え
つ
つ
、
幅
広
い
年
齢
層
の
者

の
大
学
教
育
へ
の
受
入
れ
を
促
進
す
る
意
義
を
、
以
下
の
通
り
整
理

原則と

して認

めない

上司の

許可が

条件

勤務条

件で配

慮

能力開

発として

奨励

今後、

奨励の

方向で

検討

特定の

ものは

派遣

授業料

を補助

農林、鉱業 47.0% 20.0% 7.8% 10.4% 7.8% 5.2% 1.7%

建設、製造 46.4% 25.7% 15.8% 14.0% 8.5% 8.6% 4.8%

電機ガス、情報通信 33.7% 31.7% 18.1% 18.5% 11.1% 11.9% 8.6%

運輸、卸売 49.1% 20.4% 14.3% 9.5% 8.9% 4.8% 1.6%

金融保険、不動産 43.2% 23.4% 11.2% 14.5% 5.0% 10.6% 2.6%

飲食宿泊、サービス他 45.0% 26.1% 16.8% 12.4% 8.5% 4.0% 2.3%

教育、医療 30.0% 41.1% 27.2% 21.2% 6.7% 5.5% 2.8%
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図６

従業員の大学院修学に対する事業所の方針

（出典）東京大学　大学経営・政策研究センター「職業人と大学教育調査」，平成21年

図６　従業員の大学院修学に対する事業所の方針
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し
た
。

○
多
様
か
つ
明
確
な
学
修
ニ
ー
ズ
を
持
つ
一
人
ひ
と
り
の
要
請
に
応

え
る
。

○
大
学
に
対
す
る
社
会
的
要
請
に
応
え
る
。

○
様
々
な
年
齢
層
の
学
生
が
就
学
す
る
こ
と
で
、
大
学
教
育
の
現
代

化
に
寄
与
す
る
。

（
具
体
的
な
学
習
者
層
と
学
習
ニ
ー
ズ
の
想
定
）

さ
ら
に
、
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
整
備
に
お
い
て
、
学
修
者
層
と
し

て
想
定
さ
れ
る
者
を
、
以
下
の
通
り
具
体
的
に
想
定
し
、
そ
れ
ぞ
れ

の
層
の
学
修
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
編
成
・
実
施
す

る
こ
と
が
、
幅
広
い
年
齢
層
の
学
修
を
促
進
す
る
と
提
言
し
た
。

①
就
業
者
の
う
ち
、
自
主
的
に
、
又
は
企
業
研
修
等
と
し
て
就
学

す
る
者

②
厳
し
い
雇
用
情
勢
等
を
背
景
と
し
て
、
自
己
の
職
業
能
力
開
発

に
取
り
組
む
二
〇
～
三
〇
代
の
若
年
層

③
子
育
て
等
に
従
事
す
る
女
性
の
う
ち
、
就
業
を
中
断
後
、
復
職

等
を
希
望
す
る
者
（
特
に
、
医
師
、
看
護
師
、
保
育
士
等
の
資
格
職

業
へ
の
復
職
希
望
者
）
や
、
新
た
に
就
業
を
希
望
す
る
者

④
退
職
等
を
迎
え
た
高
齢
者

（
今
後
期
待
さ
れ
る
施
策
の
方
向
性
）

ま
た
、
今
後
に
期
待
さ
れ
る
取
組
と
し
て
、
大
学
に
対
し
て
以
下

の
二
つ
の
方
向
性
を
提
言
し
た
。

①
大
学
教
育
の
充
実
と
学
修
成
果
の
評
価
に
取
り
組
む
こ
と
（
社
会

人
の
学
修
動
機
に
応
え
る
学
位
プ
ラ
グ
ラ
ム
の
編
成
、
履
修
証
明

制
度
の
活
用
促
進
、
大
学
間
連
携
に
よ
る
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実

施
）

②
大
学
就
学
に
係
る
負
担
の
軽
減
に
取
り
組
む
こ
と
（
情
報
通
信
技

術
の
活
用
、
経
済
的
負
担
の
軽
減
、
企
業
・
産
業
界
等
と
の
連
携

強
化
に
よ
る
企
業
等
の
人
材
育
成
で
の
大
学
教
育
の
活
用
促
進
）

さ
ら
に
、
国
に
対
し
て
は
、
こ
れ
ら
の
大
学
の
取
組
を
支
援
す
る

こ
と
を
提
言
し
た
。

こ
の
ほ
か
、
今
後
、
幅
広
い
年
齢
層
の
者
が
恒
常
的
に
大
学
で
学

び
、
そ
の
成
果
を
も
っ
て
、
職
業
生
活
や
地
域
社
会
で
さ
ら
に
活
躍

で
き
る
社
会
を
目
指
し
て
、
大
学
と
産
業
界
や
地
域
社
会
が
一
体
と

な
っ
て
取
り
組
む
こ
と
が
重
要
で
あ
る
と
し
て
い
る
。


